
 

 
 

令和２年５月７日 

 

東海旅客鉄道株式会社 

代表取締役社長 金子 慎 殿 

 

国土交通省鉄道局長 

水嶋 智 

 

リニア中央新幹線静岡工区有識者会議について 

 

 

令和２年４月 27 日に開催された第１回リニア中央新幹線静岡工区有識者会

議における貴殿発言に対して、静岡県、大井川流域市町、利水関係者の総意と

して、本会議の事務局である国土交通省鉄道局に対し別添の抗議文が送付され、

国土交通省から貴殿への適切な対処をお願いしたいとの要請を受けた。 

 

国土交通省としては、本有識者会議の趣旨は、これまで静岡県とＪＲ東海の

間で行われてきた議論等の検証であり、特に大きな水資源に関する２つの論点

である「トンネル湧水の全量の大井川表流水への戻し方」及び「トンネルによ

る大井川中下流域の地下水の影響」について科学的・工学的に議論する場であ

ることを、先日の会議の発足に当たり確認させて頂いたところである。 

 

しかしながら、前回の会議においては、こういった会議の趣旨、ＪＲ東海の

立場に必ずしもそぐわない発言が行われたと認識しており、誠に遺憾である。

その結果、静岡県知事等から抗議を受ける事態に至ったことは誠に残念である。 

 

 関係者間の信頼関係がない中では、この会議での今後の建設的な議論は期待

できない。ついては、ＪＲ東海には反省を促すとともに、あらためて本会議が

円滑に進むよう、この会議の趣旨を踏まえて、説明責任者として真摯に対応さ

れたい。 

 

 

以  上 
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第１回リニア中央新幹線静岡県工区有識者会議における 

東海旅客鉄道株式会社金子社長の発言について 

 

４月 27 日に国土交通省で開催された第１回リニア中央新幹線静岡工区 

有識者会議において、東海旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」という。）

からの説明に先立ち、同社の金子社長から事業の責任者として発言があっ

た。その内容は、地域の水資源や自然環境へ影響を与える事業を行う者と

しての自覚と責任感に欠けており、地域としては受け入れ難いものである。 

 ついては、静岡県、流域市町、利水関係者の総意として、ＪＲ東海金子

社長に対し、別紙の通り抗議することとした。有識者会議の事務局である

国土交通省におかれては、ＪＲ東海の金子社長への適切な対処をお願いし、

第２回有識者会議において、その結果を報告願いたい。 

 

別添

muroya-k2gy
四角形



第 1回リニア中央新幹線静岡工区有識者会議における 

東海旅客鉄道株式会社金子社長の発言について 

 

4 月 27 日に国土交通省で開催された第 1 回リニア中央新幹線静岡工

区有識者会議において、東海旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」と

いう。）からの説明に先立ち、同社の金子社長から、「工事を進める事

業者の責任者」として発言があった。有識者会議は、引き続き対話を

要する事項 47項目を議題として科学的・工学的に議論するため設置さ

れたものであるにもかかわらず、説明責任者である金子社長は、科学

的根拠に基づく説明ではなく、県の姿勢への批判に終始した。その内

容は、地域の水資源や自然環境へ影響を与える事業の責任者としての

自覚と責任感に欠けており、また、根拠に基づかないものも含まれて

いる。発言内容は地域としてはとうてい受け入れ難いものである。 

 以下、静岡県、大井川流域市町、利水関係者の総意として、その発

言内容の問題点を指摘し、ＪＲ東海の金子社長に対し、厳重に抗議す

る。 

 

１ 「環境に関する法制としては、環境影響評価法に基づいて、資料

の作成をしております。私どもは、中央新幹線の事業は、有益な事

業であるからと、環境保全を軽んずるつもりは全くございません。

果たして、逆に、南アルプスの環境が重要であるからといって、あ

まりに高い要求を課して、それが達成できなければ、中央新幹線の

着工も認められないというのは、法律の趣旨に反する扱いなのでは

ないかと考えているものです。」という発言について 

 

県の行為が「法律の趣旨に反する扱い」としているが、これは、

文脈から推定すると、「中央新幹線の事業は有益な事業なので、環境

影響評価法に基づく南アルプスの環境の保全のためとして、環境影

響評価のレベルとして、あまりに高い要求を課することは法律の趣

旨に反する扱いであると考える」と解される。静岡県は、環境影響

評価法（1997 年６月制定）及び静岡県環境影響評価条例（1999 年３

月制定）に基づく事務を、長年にわたり適正に行っていると自負し

ている。公開の場で行われた金子社長の「県の行為が法律の趣旨に

反する扱い」としている発言は、県の環境影響評価事務の適正性を

疑問視しているものと理解せざるを得ない。 

トンネル工事に伴う環境への影響に対する流域住民の不安に真摯

に答えることなく、事業を進めようとすることこそ「法律の趣旨に



反する扱い」であると考える。 

次に、「あまりに高い要求を課して」であるが、静岡県は、事業に

よる環境への影響をゼロにする、いわゆる”ゼロリスク”を求めて

いない。 

静岡県が設置した中央新幹線環境保全連絡会議の地質構造・水資

源専門部会及び生物多様性専門部会（以下「専門部会」という。）で

指摘されてきたところであるが、ゼロリスクとはできないので、「事

業によるリスクの推定上の不確実性の存在（どういう内容の、どの

程度の環境影響が発生するかを事前には確度高くは推定できない）

を認めた上で、その不確実性を工事前・工事中・工事後にどう管理

していくか」という「リスク管理の基本的考え方と方法」、すなわち、

「事前の対処によって影響をできる限り小さくし、残るリスクに対

し、工事中、工事後の観測・モニタリング情報を用いたリスク管理

の仕組みによって、どう対処し、影響を低減していくか」を示すこ

とを求めている。静岡県及び専門部会から、この問題を再三指摘さ

れているにもかかわらず、ＪＲ東海は、リスク管理の重要性を未だ

に理解していない。 

 

２ 「私たちはトンネル工事に伴う大井川中下流域の水資源への影響

について、河川流量は減少しないことや、また地下水への影響で、

地域の方々に御迷惑をお掛けしないという説明を行いまして、そし

て、万一影響が生じた場合には補償を行うということも明らかにし

ております。」という発言について 

 

確かに、これまで、ＪＲ東海は、県、市町、利水関係者（以下「県

等」という。）に対し、そういう説明を行ってきている。しかし、そ

の説明は県等及び県民の納得できるものとなっていない。 

例えば、県等は「工事中に静岡県内区間で発生するトンネル湧水

が山梨県側に流出しても、静岡県の河川流量は減少しない」とする

ＪＲ東海の見解の科学的根拠とわかりやすい説明を求めている。 

大井川流域内で発生したトンネル湧水を大井川流域外に流出させ

れば、大井川流域の水資源に何らかの影響を与えることは自明であ

る。 

しかし、ＪＲ東海は、「河川流量は減少しない」という金子社長の

発言のように、未だに「計算モデルによる計算結果によれば河川流

量は減少しない」という説明に終始しており、その科学的な根拠は

十分に示されていない。 



また、「迷惑をお掛けしないという説明を行いまして、万一影響が

生じた場合には補償を行うということも明らかにしております。」と

金子社長は理解されているようであるが、「迷惑をお掛けしないかど

うかが明らかにされていない」からこそ、流域住民は不安を感じて、

日々、心配の種となっている。このことを金子社長は理解していな

い。 

また、「万一影響が生じた場合には補償を行う」のは当然である。 

その前に必要なことは、工事の実施前の段階で、影響を回避する最

大限の努力を行うことである。工事中に、トンネル湧水が山梨県側

に流出することを回避する努力を怠り、「地域の方々に御迷惑をおか

けしない。影響が生じた場合には補償する」という説明では、地域

住民は安心できない。 

 

３ 「静岡県のホームページでは、トンネル掘削箇所付近から 100km

程離れている大井川の中下流域までいかにも水路が存在しているよ

うな図が示されておりまして、これは上流部のトンネル掘削工事が

中下流域の地下水の減少をもたらす仕組みが示されているかと思い

ます。」という発言について 

 

この発言は、静岡県のホームページに掲載している「リニア中央

新幹線建設に係る大井川水問題の現状・静岡県の対応」13 ページの

図（参考資料１）を指摘しているものと思われる。この図は、トン

ネル掘削により発生する可能性のある現象（リスク）を、わかりや

すくモデル化するため、トンネル掘削による本坑トンネル近傍の表

流水、地下水の流れの変化を示したものである。「100km 程離れてい

る大井川の中下流域までいかにも水路が存在しているような図」で

はないことは、トンネルと導水路トンネルの流出口の位置関係を見

れば明らかである。金子社長の発言は、事実と異なるだけではなく、

県が地下水の影響が中下流域に及ぶことを示すために意図的に作図

した資料であるかのごとく印象づけるものである。 

 

４ 「有識者会議では、静岡県の専門部会からも参画をされておいで

になりますので、専門的な知見から、これまで心配な事態が起こる

蓋然性について、どの程度なものなのか、また、発生する可能性が

大きいと考えておいでなのか、あるいは小さいものなのかを、お示

しいただければありがたいと思います。」という発言について 

どういうリスクがあり、それがどの程度であり、どう対処するか



は、事業者が整理すべきものである。この点については、専門部会

においても、リスクマップやリスクマトリックスとして整理するよ

う再三申し上げているが、未だにＪＲ東海からは示されていない。 

まずは、専門部会に対して、自ら「リスクの内容、大きさ、発生

確率、リスクの対処方針」を提示し、事業者として説明責任を果た

すよう求める。本来、事業者が自ら整理すべきものであるにもかか

わらず、「お示しいただければありがたい」と有識者会議に求めるこ

とは、自らの責任放棄である。 

 

５ 「（食物連鎖図など専門部会から求められている課題は）大変ハイ

レベルで、時間を要する課題が含まれているわけでございます。さ

らに、静岡県はこれらの課題について着工前に完了しなくてはなら

ないという意向も示されております。少なくとも大規模プロジェク

トで、これまでのレベルの環境アセスを行っている例は、承知しま

せん。私達は環境保全のために技術的に可能なことは精一杯対応す

るというスタンスですが、静岡県からはなかなか実現し難い課題が

示されている」という発言について 

 

「少なくとも大規模プロジェクトで、これまでのレベルの環境ア

セスを行っている例は、承知しません」という発言は、他の全ての

大規模プロジェクトの環境アセスの事例を調査し、それと県等が求

めている環境アセスのレベルを比較した「根拠資料」をもとにした

発言と思われる。その根拠資料を直ちに示していただきたい。 

環境影響評価のレベルについては、その事業の規模や事業内容、

それによるリスクや不確実性の程度、影響を与える可能性のある地

域の自然環境や経済社会環境の特殊性など、その事業内容や環境の

地域特性等を踏まえて、個別に、適切に判断されるべきものである。 

ユネスコ・エコパークに認定されている南アルプスは、アクセス

が困難なこともあり、人為が及んでいない貴重な自然環境が残って

おり、生態系は開発の影響を受けやすい。そのような場所において、

貴社の言葉を借りれば、「鉄道トンネル史上例を見ない 1400ｍもの土

被りがある最大の難工事」が行われる計画である。そこでは当然、

ハイレベルの環境影響評価が必要である。金子社長の発言は、鉄道

トンネル史上、例を見ないトンネル掘削工事を行おうとしている南

アルプスの自然環境の特殊性や大井川の水資源の特殊性をまったく

理解しておらず、認識不足と言わざるを得ない。 

   



６ 「有識者会議におかれては、静岡県の整理されている課題自体の

是非、つまり、事業者にそこまで求めるのは無理ではないかという

点を含めて、ご審議いただければ幸いでございます。併せて、それ

が達成できなければ、工事を進めてはならないという県の対応につ

いて、これは、事業を所管されるのは国土交通省でありますけれど

も、こういった趣旨を踏まえて、適切に対処をお願いしたいと思い

ます。」という発言について 

 

有識者会議が、科学的・工学的根拠に基づく議論を始める前に、「事

業者にそこまで求めるのは無理ではないかという点を含めて、ご審

議いただければ幸い」と、委員に対し、結論を誘導するかのごとき

発言は理解しがたい。また、県等の主張は、先にも述べたように、

着工前のゼロリスクを求めるものではない。「せめてそこまでは事前

（着工前）に詰めておき、できる限り影響とリスクを回避・低減し

た上で、その後の、工事中・工事後の観測・モニタリング情報を用

いた対処の仕組みによって、影響を回避・低減すべきである」とい

う、リスク管理の基本に基づくものである。 

 

７ 発言全般についてー水循環基本法の理解の観点から 

 

水循環基本法では、その前文において、「水が人類共通の財産であ

ることを再認識し、水が健全に循環し、そのもたらす恵沢を将来に

わたり享受できるよう、健全な水循環を維持し、又は回復するため

の施策を包括的に推進していくことが不可欠である。」とし、第３条

第２項では「水が国民共有の貴重な財産であり、公共性の高いもの

である。」、同条第４項では「水は、水循環の過程において生じた事

象がその後の過程においても影響を及ぼすものであることに鑑み、

流域に係る水循環について、流域として総合的かつ一体的に管理さ

れなければならない。」とされている。このように、地下水を含め、

流域の水は「公水」であり、その「公水」を流域外に流出させるこ

とは、水循環基本法の理念に反する行為であることを金子社長は認

識願いたい。 

 

８ 発言全般についてー地域の人々、その暮らし、自然環境へのまな

ざし 

   

これまでＪＲ東海に対し、繰り返し説明してきたとおり、過去の



「水返せ運動」に代表されるように、大井川の水は先人の思いと行

動や灌漑事業等の長年の公益事業により、水が確保されてきたとい

う歴史がある。流域市町の生活・経済活動に必要不可欠な「命の水」、

また、脆弱な南アルプスの自然環境保全のため、これまで多くの人々

が努力してきた。そのような中、ＪＲ東海が、2013 年９月に「トン

ネル工事により、大井川の河川流量が２㎥/秒減少する」という環境

影響評価結果を発表して以来、大井川流域の人々は、今日に至るま

で、「命の水」が減少し、生活や経済に影響を与えるのではないかと

いう不安を抱き続けている。 

  金子社長の発言、とりわけ「あまりに高い要求を課して、それが

達成できなければ、中央新幹線の着工も認められないというのは、

法律の趣旨に反する扱い」との発言は、地域の人々の思いや行動、

そして不安を軽視するものである。認識を改めていただきたい。 

 

以上のとおり、ＪＲ東海の金子社長の発言は、大井川の水資源及び

南アルプスの自然環境を守って欲しいという大井川流域住民をはじめ

とする県民の思いを踏みにじるものである。また、県の環境影響評価

事務の適正性の否定ばかりか、ＳＤＧｓをはじめとした、世界の環境

保全への取り組みを軽視するものである。このような発言が、リニア

中央新幹線整備と大井川の水資源及び南アルプスの自然環境との両立

を図るために科学的・工学的に議論する「有識者会議」の冒頭でなさ

れたことは、静岡県、大井川流域市町、利水関係者として、決して容

認できない。 

金子社長に対し、強く抗議し、然るべき対応を求める。 
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ポンプアップ

導水路トンネル

現象②

河川

現象①

１３

導水路トンネル出口（椹島）では、
河川流量は工事前より少し増える
（地下水として下流に流れるものを、
上流で強制的に地表に出すため）

×

表流水

×

被圧
帯水層

トンネル

（水の流れに関するもの）

課題 0 全体としてどういう現象がどの程度の量で

発生するかについての推定上の不確実性が高い

表流水の増加分が、地下
水の湧出量の減少により
相殺される。

この辺りでは、地下水から
河川への湧出量が減る

地下水位低下


